
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
④省エネ家電等へ
の買い換え促進によ
る生活者支援

物価高騰対応
省エネ家電製品買換等促進
事業

①家庭におけるエネルギー費用負担を軽減するための省エネルギー性
能の高いエアコン・給湯器等への買換えなどの支援
②買換え費用への補助金交付
③1件あたり20,000円～50,000円（補助率1/3）
　　26件×50,000円=1,300,000円
　　36件×30,000円=1,080,000円
　　6件×20,000円=120,000円
　財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　　2,500,000円
④省エネ家電への買換えを行う町民

R7.7 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰対応
学校給食費負担軽減事業

①物価やエネルギー価格の高騰により生活に影響を受けている子育て
世帯に対し、給食費の減免を行うことにより、その影響を緩和することを
目的とする。対象は教職員分等の給食費を除いたものを対象とする。
②給食費への補助金
③ ・小学校　　235人×205日×350円=16,861,250円
　　・中学校　　158人×205日×390円=12,632,100円
　　・幼稚部　　83人×185日×350円=5,374,250円
　上記事業に対して交付金を充当
　　　　　※参考（事業対象外経費）
　　　　　　・教職員等自己負担分等　　　　4,876,350円
　　財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　　2,162,000円
　　　　　　一般財源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,543,600円
④小学校・中学校・こども園幼稚部に通っている子供がいる子育て世帯

R7.4 R8.3
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